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競争参加者の資格に関する公示 
 
令和５年度阿賀川・大川ダム水辺現地調査（鳥類）業務に係る設計共同体としての競争参加者の資格（以

下「設計共同体としての資格」という。）を得ようとする者の申請方法等について、次のとおり公示しま

す。 
 
   令和５年２月７日 
                     北陸地方整備局長  内藤 正彦 
 
 
１ 業務概要 
（１）  業 務 名  令和５年度阿賀川・大川ダム水辺現地調査（鳥類）業務 
（２）  業務内容  本業務は、河川環境の整備と保全を適切に推進するため、河川の自然環境に関する

基礎情報の定期的、継続的、統一的な収集を図ること、並びにダム湖及びその周辺に

生息・生育する生物とその生息環境との関係を的確に把握し、生物の良好な生息・生

育環境の保全を念頭においたダム管理に資することを目的とした「河川水辺現地調査

（基本調査）」の一環として実施するもので、本年度は鳥類調査を行うものである。 

 主な業務内容は以下のとおりである。 

·計画準備  １式 

·事前調査  １式 

·水辺現地調査（河川及びダム）  １式 

·調査とりまとめ及び考察  １式 

·打合せ協議 １式 

（３） 履行期限 令和６年２月２９日 
 
２ 申請の時期 
  令和５年２月７日から令和５年２月１６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。 
  なお、令和５年２月１７日以降（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）においても、随時、申請を受け

付けるが、参加表明書の提出時までに設計共同体としての資格の認定を受けていなければならない。 
 
３ 申請の方法 
（１） 申請書の入手方法 
    「競争参加資格審査申請書（建設コンサルタント業務等）」（以下「申請書」という。）は、北

陸地方整備局ホームページ（http://www.hrr.mlit.go.jp）から入手するものとする。 

（２） 申請書の提出方法及び提出場所 
    申請者は、申請書に令和５年度阿賀川・大川ダム水辺現地調査（鳥類）業務設計共同体協定書（４

（４）の条件を満たすものに限る。）の写しを添付し、持参、郵送（簡易書留に限る。）又は電子

メール（電子メールの場合は着信確認を行うこと。）により提出すること。 
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    提出場所 〒950－8801 新潟県新潟市中央区美咲町１－１－１ 新潟美咲合同庁舎１号館 

         北陸地方整備局総務部契約課 工事契約管理係 

電話：025－280－8880（内線2532） 

電子メール：84zuiji@hrr.mlit.go.jp 

（３） 申請書等の作成に用いる言語 
    申請書及び添付書類は、日本語で作成すること。 
 
４ 設計共同体としての資格及びその審査 

次に掲げる条件を満たさない設計共同体については、設計共同体としての資格がないと認定する。そ

れ以外の設計共同体については、「競争参加者の資格に関する公示」（令和４年１０月３日付け国土交

通省大臣官房会計課長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「令和４年１０月３日付け公示」

という。）６（測量・建設コンサルタント等業務）の（１）から（４）までに掲げる項目について総合

点数を付与して設計共同体としての資格があると認定する。 
（１） 組合せ 
    構成員の組合せは、次の条件に該当する者の組合せとするものとする。 

① 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しない

者であること。 
② 北陸地方整備局（港湾空港関係除く）における令和５・６年度の一般競争（指名競争）参加資

格の定期受付において、希望業種を土木関係建設コンサルタント業務として申請していること。 
  なお、令和５年４月１日時点において、上記の一般競争（指名競争）参加資格の土木関係建設

コンサルタント業務の認定を受けていなければならない。 
③ 北陸地方整備局長から地方支分部局所掌の建設コンサルタント業務等に関し指名停止等を受

けていないこと。 
④ 令和４年１０月３日付け公示５（測量・建設コンサルタント等業務）の①から⑤までに該当し

ない者であること。 
（２） 業務形態 

① 構成員の分担業務が、業務の内容により、令和５年度阿賀川・大川ダム水辺現地調査（鳥類）

業務設計共同体協定書において明らかであること。 
② 一の分担業務を複数の企業が共同して実施することがないことが、令和５年度阿賀川・大川ダ

ム水辺現地調査（鳥類）業務設計共同体協定書において明らかであること。 
（３） 代表者要件 

構成員において決定された代表者が、令和５年度阿賀川・大川ダム水辺現地調査（鳥類）業務設

計共同体協定書において明らかであること。 
（４） 設計共同体の協定書 

設計共同体の協定書が、「建設コンサルタント業務等における共同設計方式の取扱いについて」

（平成１０年１２月１０日付け建設省厚契発第５４号、建設省技調発第２３６号、建設省営建発第

６５号）の別紙１に示された「○○設計共同体協定書」によるものであること。 
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５ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていない者を構成員に含む設計共同体の取扱い 
４（１）②の認定を受けていない者を構成員に含む設計共同体も２及び３により申請をすることがで

きる。この場合において、設計共同体としての資格が認定されるためには、４（１）②の認定を受けて

いない構成員が４（１）②の認定を受けることが必要である。また、この場合において、４（１）②の

認定を受けていない構成員が、当該業務に係る参加表明書の提出時までに４（１）②の認定を受けてい

ないときは、設計共同体としての資格がないと認定する。 
 
６ 資格審査結果の通知 

「競争参加資格認定通知書」により通知する。 
 
７ 資格の有効期間 

６の設計共同体としての資格の有効期間は、設計共同体としての資格の認定の日から当該業務が完了

する日までとする。ただし、当該業務に係る契約の相手方以外の者にあっては、当該業務に係る契約が

締結される日までとする。 
 
８ その他 

設計共同体の名称は、「令和５年度阿賀川・大川ダム水辺現地調査（鳥類）業務△△・××設計共同

体」とする。 


